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１１１１ 地震対策地震対策地震対策地震対策

・木造住宅の耐震化の促進
・多数の者が利用する建築物等の耐震化の促進
・防災拠点施設の耐震化の促進
・県営住宅の建替
・県立学校の耐震化
・公立小中学校の耐震化の促進
・私立学校の耐震化の促進
・災害拠点病院の耐震化の促進
・二次救急医療機関の耐震化の促進
・社会福祉施設の耐震化の促進
・警察施設の耐震化
・県庁舎の耐震化
・県総合運動公園陸上競技場等の耐震化
・特定老朽危険空家等の除却
・文化財の防災対策の推進

① 建築物等の耐震化等

Ⅰ 被害軽減対策の推進

・天井脱落対策の促進
・窓ガラス・外壁等落下危険物の飛散・落下防止対策の促進
・ブロック塀の倒壊防止対策の促進
・家具の固定金具等の設置の促進
・既設エレベーターの防災対策の促進
・県営住宅の既存不適格エレベーター防災対策改修

② 建築物の安全確保

・住宅用火災警報器等の普及促進
・防火地域・準防火地域の指定の推進
・市街地整備事業（土地区画整理事業、市街地再開発事業等）の推進
・木造住宅密集市街地における住民意識の普及啓発

③ 火災対策

・地すべり危険箇所の対策
・急傾斜地崩壊危険箇所の対策
・土砂災害防止のソフト対策
・山地災害危険地区の整備促進
・農地地すべり対策
・大規模盛土造成地の位置等の公表

④ 土砂災害・地盤災害対策

・水道の基幹管路の耐震化
・下水道施設の耐震化
・工業用水道施設の耐震化

⑤ ライフライン施設の耐震化

・鉄道施設の耐震・安全対策の促進
・県管理道路の防災対策の促進
・臨港道路の耐震対策の促進
・農業用ダム・ため池等土地改良施設の耐震整備の促進
・ため池ハザードマップ整備促進

⑥ インフラ施設の耐震化

・緊急輸送道路の整備
・高規格幹線道路等の整備促進（３つのミッシングリンクの解消等）
・地震防災関連道路の整備
・原発避難・救援道路の整備
・大洲・八幡浜自動車道の整備
・松山外環状道路の整備
・JR松山駅周辺連続立体交差の整備

⑦ 災害に強い交通ネットワークの構築

・港湾における耐震強化岸壁等の整備促進
・拠点漁港等における耐震化・耐津波対策の整備促進
・耐震強化岸壁が計画されていない港湾における緊急物資受入の代替施設等

の検討
・防波堤の嵩上げや粘り強い構造化の推進

② 港湾・漁港における地震・津波対策

・津波災害警戒区域の指定に係る沿岸市町との協議
・防災集団移転促進事業の検討
・都市計画区域マスタープランの充実

③ 津波に強いまちづくりの検討

・河川管理施設（堤防、水門・樋門）の点検及び河川パトロール
・海岸保全施設（堤防・護岸、水門・陸閘等）の点検及び海岸パトロール
・地域と企業との連携による災害に強いまちづくり活動の推進

④ ゼロメートル地帯の安全確保

・津波浸水想定の周知
・都市計画街路の整備
・市町津波避難計画等策定の促進
・県防災メール、Lアラート（公共情報コモンズ）等による津波・避難情報

の提供
・津波避難ビルの指定促進

⑤ 安全で確実な避難の確保

３３３３ 防災意識の普及啓発防災意識の普及啓発防災意識の普及啓発防災意識の普及啓発

・「南海トラフ地震体験版DVD」等を活用した周知啓発
・県政出前講座等による防災・減災に係る講演等の実施
・減災キャンペーンの実施
・社会福祉施設における防災意識の啓発

① 県民への防災意識の啓発

・学校の総合的な防災力の強化

② 防災教育の充実

２２２２ 津波対策津波対策津波対策津波対策

・河川堤防・水門・樋門の耐震化
・河川堤防のかさ上げ・津波水門の整備
・海岸堤防・護岸等の整備
・海岸堤防・護岸、水門等の耐震化及び液状化対策
・水門・陸閘等の閉鎖・閉塞対策

① 海岸堤防等の整備、耐震対策

Ⅱ 災害応急体制の確立

１１１１ 応急活動体制の確立応急活動体制の確立応急活動体制の確立応急活動体制の確立

・消防防災ヘリコプターによる救急・救助活動の実施
・消防学校等における教育訓練の充実強化
・メディカルコントロール体制の運用強化
・緊急消防援助隊の運用体制の強化
・中国・四国ブロック緊急消防援助隊合同訓練等の実施

① 救助・救急対策

・災害拠点病院の施設整備の促進
・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の活動支援
・医薬品・医療資機材の供給体制の充実
・災害医療コーディネータを軸とした医療救護体制の強化
・ドクターヘリ導入の検討
・慢性疾患患者対策（難病患者対策）

② 医療対策

・市町消防の広域化の推進
・消火資機材の保有の促進
・耐震性貯水槽の整備促進
・消防団員確保対策の推進

③ 消火活動等

・自主防災組織の結成・活動支援
・地域防災リーダーの育成
・女性防火クラブ・少年消防クラブ等の活動支援
・コミュニティ助成事業（地域防災組織育成助成事業）の推進

④ 地域防災力の向上

～地震・津波から県民の生命を守るために～

～発災後の被害拡大を防ぐために～

えひめ震災対策アクションプランの施策体系えひめ震災対策アクションプランの施策体系えひめ震災対策アクションプランの施策体系えひめ震災対策アクションプランの施策体系



・実践的な愛媛県道路啓開計画への取り組み
・緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進
・重要港湾における港湾BCPの策定
・信号機の滅灯対策
・災害時の緊急輸送体制の整備

⑤ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動

・総合防災訓練の実施
・県・市町合同図上訓練等の実施
・防災訓練等における継続的な情報共有・伝達訓練の実施
・土木部防災訓練の実施

① 防災訓練の充実

・県職員派遣用衛星携帯電話等の整備
・防災通信システムの映像機能、現地情報収集機能の強化
・防災通信システムの長期停電対策
・災害情報システムの導入
・県防災メールによる県職員の安否確認
・ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム）の活用促進
・ＤＭＨＩＳＳ（災害時精神保健医療情報支援システム）の活用

② 災害情報の収集・共有

・Ｊ-ALERTの円滑な運営管理の実施
・災害情報の住民への確実な伝達体制の確立
・Lアラート（公共情報コモンズ）の利用
・ポータルサイト・サーバー運営業者との連携による情報発信力の強化
・ＳＮＳの活用も含めた多様な情報伝達手段の確保
・各種情報提供手段の適切な運用体制

③ 災害情報の提供

・他都道府県との広域応援体制の構築
・広域防災拠点の整備
・広域防災拠点の防災機能向上
・広域防災・減災対策検討協議会による関係機関との連携
・企業・団体との災害時応援協定の締結の促進

④ 広域連携・応援体制の確立

・業務継続計画の見直し
・愛媛県ＩＣＴ分野の業務継続計画の策定
・非常用発電装置等の整備
・市町の業務継続計画の策定支援

⑤ 業務継続性の確保

・災害対策本部の充実・強化
・災害時行動計画検証訓練の実施
・防災従事職員の育成及び資質の向上
・災害対策本部職員の食料、トイレ等の確保

⑥ 災害対策本部の機能強化

・家庭備蓄の重要性に係る啓発
・備蓄物資の整備
・流通物資の調達に関する協定締結の促進
・災害時における自動車等の燃料供給体制の整備
・災害時に必要な石油製品の備蓄管理
・重要施設の設備等の情報共有の検討

・心のケアチーム（愛媛版DPAT）の体制整備
・避難所等における公衆無線ＬＡＮ環境の整備
・応急仮設住宅の整備
・県営住宅の被災者への提供
・ペット対策
・観光客の帰宅困難者対策

・感染症のまん延防止等の体制整備
・広域火葬計画の策定及び四国各県の支援体制の強化
・し尿処理対策

③ 保健衛生・防疫・遺体対策

・多様な通信手段の確保
・ヘリコプターの離着陸場所の確保
・孤立地区対策訓練の実施

④ 孤立可能性の高い集落への対応

４４４４ 事業所等の安全対策・業務継続事業所等の安全対策・業務継続事業所等の安全対策・業務継続事業所等の安全対策・業務継続

・伊方原子力発電所の安全対策の強化
・環境放射線の監視及び発電所への立入調査等による安全確認
・異常が発生した場合の迅速かつ正確な情報提供
・愛媛県地域防災計画（原子力災害対策編）及び愛媛県広域避難計画の改定
・原子力防災施設及び資機材等の整備
・実践的な防災訓練の実施による防災対策の充実強化

① 原子力事業所等の安全確保

・防災訓練の実施
・各事業所における防災対策の強化促進
・県石油コンビナート等防災アセスメントの活用

② 石油コンビナート等特別防災区域等の安全確保

３３３３ 生活支援体制の確立生活支援体制の確立生活支援体制の確立生活支援体制の確立

Ⅲ 復旧・復興体制の確立

１１１１ 復旧・復興体制の確立復旧・復興体制の確立復旧・復興体制の確立復旧・復興体制の確立

・水道の復旧体制の充実
・下水道施設の復旧体制の充実
・工業用水道管路の応急復旧用資材備蓄
・工業用水道被災時の相互応援の推進

① ライフラインの復旧対策

・住宅復興に向けた協力に係る協定
・被災宅地危険度判定士の養成
・被災建築物応急危険度判定士の養成
・復興に向けた事前の取組み

② 被災者の生活再建支援

・県災害廃棄物処理計画の策定、市町計画策定に係る助言

③ 災害廃棄物等の処理対策

２２２２ 災害対応機能の強化災害対応機能の強化災害対応機能の強化災害対応機能の強化

① 食料、水、生活必需品等の物資の調達

・避難所の環境整備
・様々なニーズ等に配慮した避難所運営への対応
・避難行動要支援者の避難支援対策
・福祉避難所の指定促進、運営体制の支援
・保健、福祉の専門的な人員に係る広域応援体制の構築

② 避難者等への対応

・建設業ＢＣＰの普及促進
・企業等における業務継続計画（ＢＣＰ）策定の促進
・農業協同組合、漁業協同組合の防災対策の促進

③ 民間企業等の事業継続性の確保

・災害ボランティアセンターの設置や運営に係る支援
・災害ボランティアコーディネーター等の育成支援

⑤ ボランティアとの連携

～県民の生活を速やかに再建するために～
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